
（平成２１年２月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認岡山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岡山国民年金 事案 438 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年７月から 37 年３月までの期間及び

39 年 10 月から 40 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

② 昭和 39 年 10 月から 40 年３月まで 

申立期間については、私の父が国民年金の加入手続及び保険料納付をし

てくれており、経済的にも問題が無かったので、仮に一時的に未納だった

としても未納が分かれば直ちに納付していたと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が所持している国民年金手帳には、昭和 36 年度の欄、昭和 37 年７

月から 38 年３月までの欄及び 38 年７月から 39 年３月までの欄に申立人の

父親が記入したとみられる「納付ズミ」のメモがあり、このうち、37 年７

月から 38 年３月までの期間及び 38 年７月から 39 年３月までの期間は過年

度納付していることが市町村の国民年金被保険者名簿から確認でき、メモは

過年度納付期間と一致することから、メモの信憑性
しんぴょうせい

は高いと考えられ、そ

うすると、36 年度欄にも納付済みのメモがあることから過年度納付された

可能性が高いと考えられる。 

また、ⅰ 申立人からの期間照会により、昭和 38 年１月から同年３月ま

での期間が市町村の被保険者名簿で納付が確認できたとして社会保険庁の

記録訂正がされていること、ⅱ 37 年４月から同年６月までの期間につい

ては、市町村の記録上納付済みとされていないものの、社会保険庁の記録で

は納付済みとされており、社会保険庁の記録と市町村の記録に齟齬
そ ご

があり、

39 年ごろの納付に関して行政側の記録管理に不十分な点があったことがう

かがわれる。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 38 年８月に払い

出されており、払出時点では、申立期間①のうち 36 年４月から同年６月ま



                      

  

での期間については、時効により納付できない期間であることから、納付し

ていたものと認めることはできない。 

２ 申立期間②については、ⅰ 申立期間は６か月と短期間で、かつ申立期間

の前後は納付済みであること、ⅱ 申立人の父親は、申立人の婚姻の機会等

をとらえて、気が付いた時に現年度納付と過年度納付を交えて納付を行って

いることが納付記録から確認でき、申立人の未納を解消しようとしていた姿

勢がうかがえること、ⅲ 行政側の記録管理に必ずしも万全でなかった点も

見受けられること等を踏まえると、申立期間②の保険料が納付された可能性

がうかがえる。 

３  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年７月から 37 年３月までの期間及び 39 年 10 月から 40 年３月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

岡山国民年金 事案 439 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年７月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年７月 

平成２年９月ごろ、社会保険事務所に記録照会に行ったところ、「保険料

納付をしていない期間がある。」と言われたので、市役所支所に行き、国民

年金の加入手続を行い、その場で保険料約 7,000 円を納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、会社を退職したことにより平成２年７月１日に厚生年金保険を

資格喪失し、別の会社に就職したことにより同年８月１日に厚生年金保険の

資格取得をするまでの期間であるが、申立人の妻の申立期間に相当する期間

については、申立人の厚生年金保険の資格得喪に伴う第３号被保険者から第

１号被保険者への種別変更の手続を２年 10月３日付けで申立人自身が手続を

行っていることが市町村に保管されている国民年金資格取得・異動届書によ

り確認でき、妻の種別変更手続を行ったのであれば、申立人自身の国民年金

の加入手続も併せて行ったと考えるのが自然である。 

また、申立期間は１か月と短期間であるとともに、加入手続及び保険料納

付に関する申立人の説明は当時の事務処理手続に合致することや、申立人は

厚生年金保険加入時に交付された年金手帳を持参せずに国民年金の加入手続

に行き、市役所窓口で年金手帳を取って来る必要があるかを尋ねたところ、

その必要は無いと言われたとしている（このこと自体は不自然ではない）な

ど当時の記憶が具体的であることを踏まえると、申立人の主張に不自然さは

みられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

岡山国民年金 事案 440 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年 12 月及び 51 年１月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年 12 月及び 51 年１月 

申立期間については、会社を退職した後、市役所で国民年金への加入手

続を行い、保険料は２か月間分まとめて納付したと思うので、納付を認め

てほしい。なお、以前に２冊所持していた国民年金手帳に領収書等を貼
は

っ

ていたが、現在所持している年金手帳があればいいと思い処分した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間及び保険料免除期間を除き国民年金保険料をすべて納

付しており、免除期間の一部も追納しているなど、納付意識が高かったもの

と認められる。 

また、申立期間は、前後の期間が厚生年金保険加入期間で、社会保険庁の

記録上未加入とされているが、申立人には国民年金の加入後において厚生年

金保険から国民年金への切替の機会が３回あり、このうち申立期間を除く２

回は、いずれも１か月及び 14 か月（うち７か月申請免除）と短期間であるに

もかかわらず、厚生年金保険から国民年金への切替手続を適切に行い、保険

料を納付しており、年金に対する意識が高かったものと認められる。 

さらに、申立期間前の会社を退職した時点で次の就職先が内定していた等

の事情も無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続が適切に行われてい

るほかの２回と格別に異なる事情もうかがえないことから、申立期間につい

ても厚生年金保険から国民年金への切替手続を適切に行ったとする申立人の

主張に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

岡山国民年金 事案 441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年９月及び同年 10 月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月及び同年 10 月 

昭和 47 年８月に、勤務していた病院を退職し、Ａ町の実家に転居した。

退職した時点で次の勤務先が決まっており、就職まで短い期間であったの

で国民年金に入る予定は無かったが、Ａ町に転入届を提出した数日後、同

町の 50 歳前後と思われる女性職員が自宅に来て、「短期間でも年金は切れ

ないほうがいいので加入するように」と勧められ、その場で加入手続した。 

保険料の納付については、町職員が２度集金に来て、１か月分ずつ保険

料を納付した記憶があり、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳以降、実家のあるＡ町には、昭和 47 年９月から同年 10 月ま

での２か月間のみ居住しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、47

年 11 月に払い出され、払出簿の備考欄にはＡ町の記載があることから、申立

人の主張どおり、実家に帰っていた時期のＡ町において加入手続が行われたこ

とが確認できる。 

また、①国民年金加入当時において厚生年金保険適用事業所への就職が決ま

っており、国民年金加入期間が２か月の短期間であることが加入当初から分か

っていたことを前提として国民年金の加入手続を行った以上保険料を納付し

なかったとは考え難いこと、②申立人は 50 歳前後の女性の町職員の自宅訪問

による集金により保険料を納付したと述べており、記憶は具体的であるととも

に、Ａ町では町職員が自宅を個別に訪問し、国民年金の保険料の集金を行うこ

ともあったとしており、当時の納付方法と合致すること、③申立期間を除く申

立人の国民年金加入期間は５か月間を除き第３号被保険者期間であるが、申立

人はその５か月の第１号被保険者期間の保険料を納付しており、短期間の保険

料であっても適切に納付していることを踏まえると、申立人の主張に不自然さ

は見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

岡山国民年金 事案 447 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年２月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年２月から同年６月まで 

    昭和 54 年１月から同年６月までの領収書が見付かり社会保険事務所に確

認したところ、国民年金の資格喪失手続が行われ、納付した同年２月から６

月までの保険料は還付されていると言われた。しかし、当時の生活状況や事

業を始めた関係で通帳の入出金は細かく見ていたが、還付金の入金を確認し

た記憶は無い。納めた保険料の領収書があり、納めたことは確かなので、制

度上納められない期間であれば還付し、制度上納められる期間であれば納付

した期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保険料の領収証書及

び同年４月から同年６月までの国民年金保険料領収書（共に昭和 54 年７月３

日納付）を所持しているが、社会保険庁の記録及び居住市の国民年金被保険

者名簿によると、申立人については同年２月１日付けで資格が喪失され、申

立期間が未加入期間とされている。 

しかしながら、申立人の居住市の国民年金被保険者名簿によると、申立人

については、昭和 54 年１月 22 日付けで任意加入、同年２月 1 日付けで資格

喪失とされ、当該資格喪失手続が行われたのは同年７月３日であると記録さ

れているが、任意加入の場合、制度上さかのぼって資格喪失することはでき

ない上、任意加入していた申立人の記録をさかのぼって喪失処理し、申立期

間を未加入期間に訂正する合理的な理由は見当たらない。 

さらに、社会保険庁の国民年金被保険者台帳によると、申立人が昭和 54 年

２月１日付けで国民年金の資格を喪失したことは確認できるが、納付済みの

54 年２月から同年６月までの国民年金保険料を還付処理した記録は確認でき

ないなど、行政側の事務処理に不適切な点が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



岡山国民年金 事案 450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年７月から 47 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46 年７月から 47 年３月まで 

Ａ市の会社を退職後Ｂ市に帰郷し、すぐに市役所で転入手続を行った際に

国民年金の加入手続も行ったと記憶している。保険料は、前妻と結婚する前

であったが前妻の母親が一緒に納付していてくれたはずであり、未加入とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、帰郷後Ｂ市役所に転入手続に行き、その他の必要な手続も併せて 

行った記憶があり、前妻の親も一緒だったこと、会社から渡された厚生年金保

険の被保険者証のようなものを持参したことなどを具体的に記憶しているこ

とから、国民年金の加入手続を行ったとする主張は信憑
ぴょう

性がある。 

また、申立人は、前妻の母親から「今まで年金に入っていたのだから、一緒 

に払ってあげる」と言われたことを記憶しているところ、前妻の母親は、国民

年金制度発足時から昭和 46 年 12 月（60 歳）まで保険料を完納している上に、

前妻の父親も申立期間の保険料を納付しており、前妻の両親は納付意識が高か

ったことがうかがえる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金 

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 273 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ協会における資格取得日に係る記録

を昭和 54 年３月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月 31 日から同年４月１日まで 

昭和 54 年３月 31 日、出向したＢ事業団からＡ協会に戻ったが、厚生年

金保険の加入記録をみると、資格取得日が 54 年４月１日で１か月の空白期

間が生じており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ協会から提出された履歴台帳及び雇用保険の加入記録から判断すると、

申立人は、Ａ協会に継続して勤務(昭和 54 年３月 31 日にＢ事業団からＡ協会

へ異動)し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 54 年４月の社会保険事務

所の記録から、19 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は厚生年金保険被保険者資格取得日を昭和 54 年４月１日とし

て誤って届け出たため、54 年３月の保険料を納付していないとしており、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る 54 年３月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 

 

 



                  

  

岡山厚生年金 事案 279 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 33 年５月 15 日から 34 年５月 26 日まで 

          ② 昭和 37 年３月１日から同年７月 21 日まで 

          ③ 昭和 37 年７月 21 日から 38 年８月 1 日まで 

          ④ 昭和 39 年６月１日から同年 12 月 21 日まで 

 社会保険事務所に照会したところ、申立期間について脱退手当金が支

給されているとの回答を受けた。申立期間のうち③④はＡ社の系列病院

等に勤務し、Ａ社Ｂ病院（④の勤務）に継続勤務していた期間の一部

（③と④の間、昭和 38 年８月１日から 39 年 6 月１日）が支給対象とな

っていないのに、申立期間について支給を受けたことになっているのは

納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   事業所の担当者は、「退職の際に脱退手当金の説明を行っておらず、手

続も代行していなかった。」と回答しており、健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において申立人の前後に記載されている女性 45 名の脱退手当

受給状況をみると、昭和 39 年 12 月から 41 年 12 月の間に資格喪失して

いる者 18 名中７名は脱退手当金を受給しておらず、かつ、受給した者 11

名について、資格喪失から受給までの期間が２か月から６年とまちまち

であることから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え

難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保

険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間③

と申立期間④の間の被保険者期間については、申立期間である４回の被

保険者期間と同一番号で管理されているにもかかわらず、その計算の基

礎とされておらず、未請求となっているが、これを失念するとは考え難



い上、未請求となっている被保険者期間とその直後の被保険者期間は同

一事業所に係る期間であるにもかかわらず、当該期間が支給されていな

い期間となっていることは事務処理上不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

岡山国民年金 事案 442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年 11 月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月から 43 年３月まで 

昭和 39 年 11 月ごろ、母親が市役所支所で国民年金の加入手続を行った。

保険料の納付については、当時婦人会の役員の人（町内の世話人）が自宅

に集金に来ており、その人に納付していたはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、申

立人の母親は高齢で事情を聴取できないため、国民年金の加入状況及び保険料

の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 43 年 12 月 23 日に払い出さ

れているが、申立人の国民年金手帳記号番号と同時期に払い出された前後の記

号番号の者の資格取得日や納付開始時期を調査しても、払出事務に明らかに不

適切な状況は認められない上、加入手続が行われたと考えられる時期の昭和

43 年度の保険料は 44 年４月 21 日に１年分一括で納付されており、申立てど

おり、39 年 11 月の資格取得当初から加入し、納付組織の集金により納付して

いたのであればそのような納付にはならなかったと考えられることを踏まえ

ると、社会保険庁に払出記録がある 43 年に加入手続が行われたものと推察さ

れ、そうすると、払出しの時点では、申立期間の過半（昭和 39 年 11 月から

41 年９月まで）の期間は時効により納付できない。 

さらに、申立期間に係る国民年金手帳記号番号の払出簿（昭和 39 年 11 月

から 40 年３月まで）を調査しても申立人の氏名は無く、申立人は申立期間当

時の国民年金手帳があったか否か不明であるとしていることから、申立人に対

し別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

無い。 

加えて、申立人は、加入手続が行われたころに作成されたとみられる昭和

42 年１月から 43 年３月までの過年度保険料の納付書を所持しているが、領収

印が無いことから過年度納付がなされた形跡も無い。 



                      

  

その上、申立人の母親が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。



                      

  

岡山国民年金 事案 443 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から 62 年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から 62 年６月まで 

社会保険事務所で、申立期間の保険料をさかのぼって納付し、さらに、

60 歳までの保険料を納付すると年金受給額が約６万円増えると言われたの

で、国民年金の加入手続を行い、その後送られてきた納付書で申立期間の

保険料を納付した。納付した時期は、昭和 60 年生まれの孫が２～３歳であ

った時期と記憶しており、社会保険庁及び市町村の記録では、申立期間が

未納とされ、しかも、さかのぼって納付した時期が平成元年 10 月になって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年ごろに加入手続を行ったと主張しているが、申立人の

国民年金手帳記号番号は、社会保険庁の記録上、平成元年９月に払い出されて

おり、市町村に保管されている「国民年金資格取得・異動届書」によると、元

年９月４日に国民年金の加入手続を行い、昭和 61 年４月１日にさかのぼって

資格取得していることが確認できることから、社会保険庁及び市町村の事務処

理に矛盾は無く、加入手続が行われた時点では、申立期間は時効により保険料

を納付できない。 

また、申立人はこれまで交付を受けた国民年金手帳は１冊のみと述べてお

り、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

無い。 

さらに、申立人がさかのぼって納付したと述べている金額（約 15 万円）は、

申立期間の保険料額（約 10 万円）と符合しない上、市町村の国民年金被保険

者名簿に記録がある、平成元年 10 月に過年度納付された期間（昭和 62 年７月

から平成元年３月まで）の保険料額（15 万 9,000 円）と近似している。 



                      

  

   加えて、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岡山国民年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年１月から 56 年 12 月までの期間及び 57 年４月から 60 年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年１月から 56 年 12 月まで 

         ② 昭和 57 年４月から 60 年６月まで 

私は、昭和 52 年１月ごろＡ市に転居した当初から国民年金に加入しており、

25 年以上保険料を納付しないと年金が受け取れないと思い納付をしていた。 

申立期間は経済的にも精神的にも一番安定している時期であるにもかかわら

ず、申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、社会保険庁の記録上、任意未加入期間であるが、市町村に保管

されている申立人の国民年金記録によると、昭和 59 年 12 月 26 日付けで申立

人の夫の厚生年金保険の資格得喪に伴う申立人の種別変更の手続及び申立期

間①、②の期間の資格喪失手続がさかのぼって行われていることが確認でき

る上、備考欄に「59 年度検認対策」の記載がある。また、社会保険庁の旧国

民年金被保険者台帳には、昭和 55 年度、56 年度、57 年度の保険料について、

計４回の納付勧奨を行ったとみられる記録がある上、市町村の国民年金被保

険者名簿にも、同市が未納督促を行ったところ申立人が未納保険料を納付す

ることを意思表示したことを意味すると考えられる「59.９.28 納付約束」の

記載がある。これらの記録からすると、市町村が、国民年金保険料の収納率

向上のため、保険料が未納であった申立人の任意加入期間の加入資格をさか

のぼって資格喪失させたものと推察される。 

さらに、申立人は、昭和 60 年ごろから姉に勧められて付加保険料を納付す

るようになったと述べているが、60 年７月５日付けで資格取得（任意）及び

付加年金加入の届出を申立人が行っていることが市町村に保管されている国

民年金異動届兼申請書により確認でき、この手続は同日以前が無資格期間であ

ったことを裏付けるものである。 

加えて、申立期間の保険料納付に関する申立人の記憶は必ずしも具体的とは

言えない上、申立人には申立期間以外にも多数の未納期間が存在している。 



                      

  

その上、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。



                      

  

岡山国民年金 事案 445 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 46 年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 46 年８月まで 

私の夫は厚生年金保険被保険者だったので、私は、制度発足当初からは、

国民年金に加入していなかったが、婦人会長の勧誘により国民年金に加入し

た。その数年後、婦人会長から、「今、一括して納付すれば、最初から加入

したことになる。」と言われ、お金をかき集め、婦人会での集金の際に、保

険料を納付した記憶がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年９月に国民年金に新規で任意加入しており、任意加入

被保険者については、制度上、加入手続を行った時からさかのぼって国民年金

の被保険者になることができないとともに、国民年金保険料をさかのぼって納

付することもできず、加入した際に交付された申立人が所持している国民年金

手帳においても、初めて被保険者となった日は 46 年９月 14 日とされているこ

とから申立期間が無資格期間であることは明らかである。 

また、申立人は、国民年金の制度発足当初の昭和 36 年からは国民年金に加

入しておらず、加入手続を行ったのはそれよりずっと後の一度のみであると述

べており、申立期間に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も無い。 

さらに、さかのぼって一括納付した時期や納付額が不明であるなど申立人

の記憶は必ずしも明確でない上、過去の期間にさかのぼって一括納付する特

例納付等、市町村が収納できなかった保険料の集金を納付組織が行うことは

通常考え難く、当該納付組織がそれを行っていたことが確認できる証言等も

得られない。 

加えて、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



                      

  

岡山国民年金 事案 446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年５月から 52 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月から 52 年３月まで 

20 歳になった昭和 43 年５月に加入手続を行い、保険料を納付していたは

ずであるのに、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年２月に払い出されており、払

出しの時点では、申立期間の大半（昭和 43 年５月から 50 年 12 月まで）は時

効により納付できない期間であるとともに、申立人は現在所持しているオレ

ンジ色の年金手帳（昭和 49 年 11 月以降に交付されている様式のもの）が最

初に交付された国民年金手帳であると述べており、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も無い。 

また、申立人は、当初の申立書では、その母親が国民年金の加入手続及び

保険料納付を行っていたとしていたが、当委員会による申立人からの聴取で

は、申立人自身が加入手続、保険料納付を行っていたと述べるなど、申立人

の主張は曖昧
あいまい

である上、申立人は申立期間の保険料を納付書により納付して

いたと述べているが、申立人の居住市町村が納付書による納付方法を開始し

たのは昭和 46 年度からであり、それ以前から納付書で保険料を納付していた

という申立人の主張は不自然である。 

さらに、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



                      

  

岡山国民年金 事案 448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 63 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 63 年 11 月まで 

    国民年金制度発足時から実家の母が私の国民年金の加入手続をし、保険料

を納付してくれた。結婚後は実母が義母に年金手帳を渡し、夫か義母が夫の

保険料と一緒に納付していたはずである。 

夫が納付済みとなっているので、間違いなく私の保険料も納付している

はずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

また、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の実母、義母及び申

立人の夫からの証言も得られず、申立期間における国民年金の加入状況及び

保険料の納付状況は不明である。 

さらに、国民年金手帳記号番号の払い出しについては、住所地の市町村役

場で払い出されるものであるが、申立人が住んでいた当時の市町村役場に確

認しても申立人の加入記録は無い上、ほかに 27 年にわたる申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

 



                      

  

岡山国民年金 事案 449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年２月から 48 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年２月から 48 年３月まで 

    夫の転勤でＡ町に引っ越した直後の昭和 48 年５月ごろに国民年金の納付

を勧められ、43 年２月にさかのぼって夫が保険料を一括納付した。夫も納

付を勧めてくれた人も死亡しているために証言は得られないが、納付をした

ことは確かであり、納付の事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の夫が国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

また、申立人は、「公務員の妻は国民年金保険料を納付しても年金支給は

無いと言われたので、昭和 43 年２月に加入したが、保険料の納付はしていな

かった」と述べ、43 年２月の加入当初からは保険料を納付していなかったこ

とを認めた上で48年５月ごろさかのぼって申立期間の保険料を納付したとし

ているが、当該時期（昭和 48 年５月ごろ）は、申立期間の保険料をさかのぼ

って一括納付することができる特例納付の実施時期ではなく、さらに、２年

間をさかのぼって納付することのできる過年度納付によっても、申立期間の

一部（昭和 43 年２月から 46 年３月まで）は時効により保険料が納付できな

い期間である。 

加えて、その後に実施された特例納付について考慮しても、任意加入被保

険者は特例納付の対象とされていなかったことから、申立期間は婚姻前の８

か月を除き特例納付によって納付することができない期間である。 

その上、申立人は、保険料納付に直接関与していないため、申立期間に係

る保険料納付の状況が不明である上、ほかに申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

岡山厚生年金 事案 274 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19 年 12 月から 20 年 12 月まで 

昭和 19 年 12 月Ａ社に入社し、Ｂ丸に１年間乗船していたが、申立期間

について、船員保険の加入期間に空白が生じている。申立期間について、船

員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、事業主が申立人の給与から船員保険料を控除していた

ことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、申立期間、Ａ社は、船員保険の適用を受けていないことが確認され、

Ａ社が合併しているＢ社の船舶名簿を見ても、Ｂ丸の記載は無い。 

さらに、申立期間当時、Ａ社において申立人と一緒に勤務していた同僚につ

いて、船員保険の加入記録をみると、申立人と同様、船員保険の被保険者とは

なっていない。 

加えて、社会保険業務センターが保管している船員保険被保険者台帳に申

立期間に係る加入記録は記載されていない。 

このほか、申立内容に係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断 

すると、申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 275 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年７月から 23 年 10 月まで 

         ② 昭和 23 年 10 月から 24 年 12 月まで 

                  ③ 昭和 38 年４月から 40 年 12 月まで 

昭和 22 年７月から１年間ほどＡ社Ｂ支社(①の期間)に勤務し、その後、

昭和 23 年 10 月に父親の友人が経営しているＣ社(②の期間)に入社した。ま

た、昭和 38 年４月、Ｄ社からグループ会社のＥ社(③の期間)に出向し、40

年 12 月まで勤務した。しかし、厚生年金保険の加入記録をみると、加入し

ていないことになっているのは、納得できない。申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、事業主が申立人の給与から厚生年金保険料を控除して

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

①の期間について、社会保険事務所の保管する当該事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿には申立期間において、申立人の氏名の記載は無

く、整理番号に欠番も無い。 

②の期間について、当該事業所は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事

業所となっていない。 

③の期間については、社会保険事務所の保管する当該事業所に係る被保険

者原票には申立期間において、申立人の氏名の記載は無く、整理番号に欠番

も無い。さらに、申立期間中、グループ会社のＤ社等において、厚生年金保

険の加入記録が確認できる。加えて、当該事業所は解散していることから、

人事記録等申立てに関する資料は確認できない。 

このほか、申立内容に係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 276 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月から 35 年 10 月まで 

中学を卒業してすぐにＡ社に就職し、主に電気、ガス溶接作業に従事し 

   ていた。しかし、同僚は厚生年金保険に加入しているのに、私が加入してい

ないこととなっているのは、納得できない。申立期間について、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、事業主が申立人の給与から厚生年金保険料を控除して

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、同僚の加入記録等から判断すると、申立人が勤務していた事業所は

Ｂ社であると考えられるが、同社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事

業所とはなっていない。 

さらに、申立人が、申立期間当時一緒に勤務していたと主張している同僚

の厚生年金保険の加入記録をみると、Ｂ社が厚生年金保険の新規適用事業所

となった日(昭和 37 年２月１日)に資格を取得しており、申立期間当時は、申

立人と同様、厚生年金保険の被保険者とはなっていない。 

このほか、申立内容に係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 277 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31 年２月１日から同年３月１日まで 

昭和 31 年２月Ａ社の取締役からの要請でＡ社へ入社していることは、

同社から提出を受けた人事社報からみて確かであるのに、厚生年金保険の加

入記録をみると、申立期間について、空白の期間が生じているのは、納得で

きない。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、事業主が申立人の給与から厚生年金保険料を控除して

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、社会保険事務所の保管する当該事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には申立期間において、申立人の氏名の記載は無く、整理番号

に欠番も無い。 

さらに、申立人が当該事業所に入社した日(昭和 31 年２月１日)前後に入社

した者について、厚生年金保険の加入状況をみると、申立人と同様に、入社

から１か月から２か月後に厚生年金保険に加入している状況が確認される。 

このほか、申立内容に係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 278 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年９月から 30 年３月まで 

Ａ社に勤務していた者から誘われて、申立期間について、Ａ社Ｂ出張所

で勤務した。同社は、官公庁の仕事も行っていた会社だったことから、厚生

年金保険に加入していたはずである。申立期間について、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、事業主が申立人の給与から厚生年金保険料を控除して

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、Ａ社Ｂ出張所は、申立期間について、厚生年金保険の適用事業所と

はなっておらず、社会保険事務所の保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿には申立期間において、申立人の氏名の記載は無く、整理番

号に欠番も無い。 

さらに、申立人が申立期間当時一緒に勤務していたと主張している同僚に

ついて、厚生年金保険の加入状況をみると、Ａ社Ｂ出張所の勤務期間におい

ては厚生年金保険の被保険者とはなっていない。 

このほか、申立内容に係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 280 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 57 年４月から 59 年２月まで 

                  ② 昭和 60 年４月から平成２年５月まで 

厚生年金保険の加入期間について、社会保険事務所に照会したとこ 

ろ、申立期間については、加入記録が無いとの回答を受けた。昭和 57

年４月から平成２年５月まで役員としてＡ社に勤務しており、給与も銀

行振り込みされていた。身内の会社であり、申立期間が厚生年金保険に

未加入となっているのはおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを確認できる給与明細などの資料は無い。 

また、雇用保険の加入記録によれば、昭和 59 年３月から 60 年３月ま

で加入記録が確認できるが、申立期間中、被保険者となっていない。 

さらに、社会保険事務所の保管する当該事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票には、申立期間において申立人の氏名の記載は無く、

整理番号に欠番も無い。 

加えて、申立人は、Ａ社の役員として登記されておらず、申立期間②

については国民年金に加入し、保険料の申請免除を行っている。 

このほか、申立に係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 


